
議員提出第１７号議案 

 

   小規模住宅用地に係る都市計画税の軽減措置の継続を求める意見書 

 上記の議案を別紙のとおり、会議規則第１３条の規定により提出する。 

  平成１５年１２月１６日 

    提  出  者  

      足 立 区 議 会 議 員   中   島      勇  

      同         浜   崎   健   一  

      同         前   野   和   男  

      同         鈴   木      進  

      同         芦   川   武   雄  

      同         野   中   栄   治  

      同         藤   沼   壮   次  

      同         渕   上      隆  

      同         鈴   木   け ん い ち  

      同         ぬ か が      和   子  

 

 

足 立 区 議 会 議 長   鹿  浜   清   様  

 

（提案理由） 

 東京都に対し、小規模住宅用地に係る都市計画税の軽減措置を現行

のまま平成１６年度以降も継続することを求めるため、本案を提出す

る。 

  



   小規模住宅用地に係る都市計画税の軽減措置の継続を求める意見書 

 

 我が国の経済状況は、政府や民間の調査機関の報告によると、企業収

益は改善が続き、個人消費はおおむね横ばいで推移しており、景気は回

復傾向であるとしている。 

 しかしながら、区内産業の多くを占める小規模企業経営者は必死に事

業継続の経営努力を行っているが、経営状況は、依然として低迷を続け

ている。また、家計の所得環境は企業の人件費抑制により収入が減じる

など改善が見られず、苦しい生活を余儀なくされ、景気の浮揚感を未だ

実感できないのが現状である。 

 このような中で、東京都が実施している小規模住宅用地に係る都市計

画税の軽減措置は、区民の生活を支える上からも非常に重要な施策とな

っている。仮に、東京都が財源確保の理由から本施策を廃止するような

ことになれば、地域経済はさらに疲弊することが予想され、景気に与え

る影響も強く危惧される。 

 よって、足立区議会は東京都に対し、現行の小規模住宅用地に係る都

市計画税の軽減措置を平成１６年度以降も継続することを強く求める

ものである。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 

  平成  年  月  日 

                     議  長  名 

 

東京都知事  あ て 


